	平成２３年度版
中小企業の皆さまの
様々な取組みを促進し、課題を解決するために
　　　　
　　　　　　　　　　　　　

　　
☆ お気軽にご相談ください！
　　
公益財団法人神奈川産業振興センター
経営支援部　経営改善支援課
〒231-0015　横浜市中区尾上町5-80　神奈川中小企業センター４階　
JR関内駅（北口）徒歩5分
市営地下鉄関内駅（7番出口）徒歩2分
みなとみらい線馬車道駅（5番出口）徒歩7分
TEL：045(633)5202／FAX：045(633)5208
Eメール：kaizen@kipc.or.jp
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経営アドバイザー派遣事業のご案内
	●事業概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　


創業又は経営革新に取り組む中小企業者等が抱える様々な課題に対し、専門家を“経営アドバイザー”として派遣し、課題の解決をお手伝いします。
　　　専門家とは、中小企業診断士をはじめ、経営・技術等の専門知識を有し、中小企業者等に対して適切な診断・助言のできる方で、申込者の希望によりご指定いただけます。また、特に指定のない場合は、当センターが、申込者の課題解決に適した専門家をご紹介します。
	●派遣回数及び費用負担（自己負担金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　


　　　専門家の派遣は、１回３時間を基本として、個別企業は８回、中小企業者グループは20回を上限に派遣します。なお、1日につき２回（６時間程度）まで実施可能です。
　　　費用は、新規利用の場合1回当り8,400円（内消費税400円）、継続利用の場合11,550円（内消費税550円）に派遣回数を乗じた額をご負担いただきます。なお、この自己負担金は、派遣開始前に当センターの指定する口座へ一括して入金していただきます。
　　　（例）新規利用で８回派遣の場合、＠8,400円×８回＝67,200円を負担
	●利用できる企業等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　


　　　この事業は、県内に事業所を有している中小企業者又は中小企業者の団体等が利用できます。なお、中小企業者とは中小企業支援法第２条の規定に基づいています。また、中小企業の団体は、主な構成員が中小企業者である組合や任意の団体等を対象としています。
　　　対象とする業種は、全ての業種を対象としていますが、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条各項に規定する業種」その他、公序良俗等の観点から適当でないと認められる業種は対象外としています。
	●申込手続き　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　


・受付期間　　平成２３年６月１日(水)～１２月２８日(水)
※　新規利用及び継続利用とも受付いたします。
また、利用できる期間は原則として２年間が限度となり、継続利用の場合は申込書に「継続利用の理由」をご記入いただき、その必要性等を判断して決定いたします。
・申込書類　　次の書類を、当センター経営改善支援課へご提出ください。
1 経営アドバイザー派遣申込書
② 企業経歴書、パンフレットなど
③ その他アドバイスに必要な書類（必要に応じて前期決算書及び試算表など）
※　申込から派遣の決定まで１カ月程度かかりますので、ご承知おきください。
	●申込から派遣までの流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	相 談 ・申込
	→
	専門家の選定
	→
	事前調査･マッチング
	→
	審　　　　査
	→
	派遣決定
	→
	自己負担金入金
	→
	アドバイスの実施
	→
	※アンケート・事後調査


※　アドバイス終了後、企業の皆さまにはアンケートや事後調査にご協力をお願いします。
	番　　号

	－



経営アドバイザー派遣申込書　　 平成　　年　　月　　日
	企業名
	

	所在地
	　　　－　　　　

	ＴＥＬ：(　　　　)　　　－　　　　
ＦＡＸ：(　　　　)　　　－　　　　
E-mail：

	代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	創業年月日
	　　年　　月　　日

	業種
	
	資本金
	万円
	従業員数
	　　　　　　　　人

	主たる事業の内容
(製品・サービス等)
	
	売　上　高


	　　　　　万円

	当該申込及び専門家に対応される方の
役職・氏名(代表者の場合は記載不要)
	役職名
	
	氏　名
	

	（希望する専門家がある場合に記入してください）

	専門家名
	
	ＴＥＬ：(　　　　)　 　－　　　　
E-mail：

	■貴社の経営課題及びアドバイスを求める内容

	（経営課題）

	（アドバイスを求める内容と期待する効果）



※ご記入いただいた内容につきましては、当センターからの事業のご案内等に利用させていただく場合もあります。
　なお、この申込書の記載内容について情報公開の請求があった場合は、当センターの規定により対応します。
	　  ■新規利用、継続利用の区分（該当する方に○をつけてください。）

	新規利用　　　・　　　継続利用　　　　　※前年度に利用している場合は、原則、継続利用となります。

	（※継続利用の場合は、こちらも記入してください）

	前年度の
テーマ
	
	前年度の

専門家名
	

	継続を希望する理由
	※前年度の結果を踏まえて理由をご記入ください

	■支援内容の分類（該当するもの全てに○をつけてください。）

	　1. 経営(経営戦略、経営計画策定等)　 2. 生産管理(品質管理、原価管理等)　 3. マーケティング
4. 労務(人事制度、人材育成等)　　　 5. 技術　　　 6. ビジネスプラン(創業、自社製品開発等)

7. ＩＴ(ＩＴ導入、ＨＰ等)　　　　　 8. 環境・省エネ　　　9. ＩＳＯ　　　10. 国際化支援
11. その他(具体的にお書きください)
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■経営革新等の目標（該当するもの全てに○をつけてください。）

	　1. 業績向上(売上及び利益向上) 　　　2. 生産性向上(品質向上、コストダウン)　　 3. 顧客の創造
4. 従業員の資質向上、モラル向上等　 5. 技術的課題の解決　 6. ビジネスプランの実現・事業化
7. ＩＴ導入による経営効率化等　　　 8. 環境問題解決、省エネによるコストダウン
9. ＩＳＯ認証取得による経営革新　　10. 企業イメージの向上　　11. 業容拡大(ステップアップ)
12. その他(具体的にお書きください)
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	■専門家の派遣を希望する時期及び回数

	　（実施希望時期）
　　　　　　　　　　　　　　月～　　　　月
　（実施希望回数）
　　　　　　　　　　　　　　　　　回(単位)

※予算等の事情により、ご希望に沿えない場合があります。
※１回３時間を基本とし、単独企業は８回、企業グループは２０回が限度となります。
※実施回数及び時間には、現地での診断のほかに調査業務、資料作成業務等を含める場合もあります。

	■過去に県又は当センターの支援やアドバイスを受けたことがある場合は、その時期及び内容

	

	■貴社への交通アクセス（電車・バス等の交通手段、最寄駅、路程・標識、所要時間等）

	※最寄駅からの周辺地図等があれば、添付してください。


